
番　号 1

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

調 査 票

特殊法人名 沖縄振興開発金融公庫

HPアドレス http://www.okinawakouko.go.jp/

100%

組織形態 公庫

根拠法規 沖縄振興開発金融公庫法（昭和４７年法律第３１号）

なし

予算：国の予算とともに国会に提出（公庫の予算及び決算に関する法律第７
条）
決算：国の歳入歳出決算とともに国会に提出（公庫の予算及び決算に関す
る法律第２１条）

国会の
関与

所管府省 内閣府・財務省

資本金

事業目的
本土における政策金融機関の業務を一元的に行う総合的な政策金融機関
として、沖縄における経済の振興及び社会の開発を金融面から支援すること

７０２億円 政府出資比率

今後の組織改編予定
いわゆる「行革推進法」第１１条の規定により、平成２４年度以降において、㈱
日本政策金融公庫に統合されることとなっている

理事長・監事は、　内閣総理大臣・財務大臣任命
副理事長・理事の任命については内閣総理大臣・財務大臣の認可が必要
（沖縄振興開発金融公庫法第１０条）

予算：毎事業年度、予算を作成し、主務大臣を経由して財務大臣に提出（公
庫の予算及び決算に関する法律第３条、第４条）
決算：毎事業年度、財務諸表を作成し、決算完結後一月以内に主務大臣を
経由して財務大臣に提出し、その承認を受けなければならない（同法第１８
条）。財務大臣の承認を受けたときは、決算報告書を遅滞なく主務大臣を経
由して財務大臣に提出（同法第１９条）。

政府の
関与

http://www.okinawakouko.go.jp/�




２ 職員数等

非常勤

224人 22人

プロパー職員数 212人 22人

所管官庁からの出向者数 6人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 1人 0人

5人 0人

同上 223人 25人

プロパー職員数 212人 25人

所管官庁からの出向者数 6人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

5人 0人

同上 219人 30人

プロパー職員数 208人 30人

所管官庁からの出向者数 5人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 1人 0人

5人 0人

同上 214人 29人

プロパー職員数 203人 29人

所管官庁からの出向者数 5人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

6人 0人

同上 216人 28人

プロパー職員数 205人 28人

所管官庁からの出向者数 5人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 1人 0人

5人 0人

同上 219人 28人

プロパー職員数 209人 28人

所管官庁からの出向者数 5人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 1人 0人

4人 0人

同上 215人 30人

プロパー職員数 205人 30人

所管官庁からの出向者数 5人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 1人 0人

4人 0人

３ 役員数等

非常勤

5人 1人

5人 1人

5人 1人

5人 1人

5人 1人

5人 1人

5人 1人

平成１７年４月１日現在

その他（他の特殊法人からの出向）

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

その他（他の特殊法人からの出向）

沖縄振興開発金融公庫

その他（他の特殊法人からの出向）

その他（他の特殊法人からの出向）

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

その他（他の特殊法人からの出向）

平成１３年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

その他（他の特殊法人からの出向）

役員数

その他（他の特殊法人からの出向）

平成１４年４月１日現在

常　勤

平成１７年４月１日現在

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

理事 15,291千円

副理事長 17,691千円

理事 17,178千円

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

110,530千円

97,745千円

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

95,070千円

92,768千円

94,941千円

報　　酬　　年　　額役　　　職　　　名

22,926千円

15,291千円

6,564千円

5,247千円

25,706千円理事長

副理事長

監事

理事（4月）

副理事長

監事（６月）

92,619千円

22,944千円

3,324千円

監事（６月）

理事長

21,931千円

6,744千円監事

理事 15,301千円

理事 15,301千円

副理事長

報　　酬　　総　　額支　給　年　度

7,185千円

理事（8月） 12,068千円

理事 18,142千円

理事

監事

理事長（２月）

18,142千円

18,219千円

理事 17,694千円

7,356千円

23,602千円理事長

理事 15,743千円

17,706千円

理事 17,205千円

理事

3,289千円

理事 15,743千円

理事長



平成１８年度

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

（注）　役員は、非常勤を含む

3,048千円

15,303千円

6,556千円

10,167千円

7,047千円

3,815千円

監事

理事

理事

監事（７月）

理事長 20,599千円

監事

監事（5月） 2,540千円

理事

副理事長

理事

副理事長（１１月）

2,108千円

17,191千円

理事（９月） 10,013千円

理事（１月） 2,643千円

15,547千円

理事長（１１月） 18,160千円

副理事長（２月）

19,887千円

理事（５月） 5,566千円

理事（７月） 9,600千円

理事 5,671千円

15,306千円

副理事長 9,900千円

理事 8,052千円

理事長

理事 15,306千円



（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

特殊法人
等役員経
験

就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

－ － H17.5.31 63歳

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

○ － H17.5.31 56歳

非常勤 有給

非常勤 無給

○ － H18.11.1 57歳

非常勤 無給

非常勤 無給

－ － H19.4.1 57歳

非常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

松田浩二

沖縄振興開発金融公庫融資第一部長
平9年5月30日退職
沖縄振興開発金融公庫理事、副理事長

金井照久

昭47年大蔵省入省
国税庁調査査察部長、大阪国税局長、国土交通省政策統括官、財務省会計センター所長兼財務総合政策
研究所長
平17年5月30日退官

副会長

(財）亜熱帯総合研究所 理事

(財）沖縄産業振興公社 理事

監事

林　幹雄

(財）公庫団信サービス協会 監事

沖縄県経営者協会　経済振興委員会 委員

那覇商工会議所　沖縄県中小企業再生支援協議会

(財）教育資金融資保証基金 監事

譜久山當則

沖縄振興開発金融公庫融資第一部長
平19年3月31日退職

理事

（学）沖縄国際大学 講師

第３次沖縄県産業振興計画策定調査事業コンソー
シアム幹事企業　㈲産創研
第３次沖縄県産業振興計画策定調査事業検討委員
会

委員

委員

昭48年総理府採用
公害等調整委員会事務局次長、総務省統計センター所長、内閣府北方対策本部審議官、内閣府大臣官房
政府広報室長、内閣府政策統括官(共生社会政策担当）
平18年7月28日退官

沖縄情報通信懇談会

(財）産業研究所

(財）民間都市開発推進機構 監事

沖縄県　沖縄県産業・雇用拡大県民推進本部

委員

委員

５ 役員氏名等

理事長

副理事長

理事

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

(財）海洋博覧会記念公園管理財団



－ － H19.4.1 59歳

－ －

○ － H18.11.1 61歳

－ －

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

仲田輝享

－ －

監事（非常勤）瀧澤國城

昭40年総理府採用
沖縄開発庁総務局会計課課長補佐、内閣府大臣官房会計課課長補佐、内閣府大臣官房会計課調査官、内
閣府大臣官房厚生管理官
平17年6月30日退官
(財）日本広報センター総務部長
平18年10月31日退職

沖縄県総務部長
平17年3月31日退職
沖縄県企業局長(公営企業管理者）
平19年3月31日退職

理事

－ －



６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 238,186千円 常　勤 常　勤 32.5年    

(18,282千円） 非常勤 非常勤 1.6年    

平成１４年度 393,041千円 常　勤 常　勤 33.8年    

(7,668千円） 非常勤 非常勤 2.1年    

平成１５年度 240,446千円 常　勤 常　勤 27.7年    

(0千円） 非常勤 非常勤 1.7年    

平成１６年度 303,121千円 常　勤 常　勤 28.9年    

(2,295千円） 非常勤 非常勤 2.3年    

平成１７年度 230,466千円 常　勤 常　勤 27.4年    

(50,630千円） 非常勤 非常勤 2.2年    

平成１８年度 271,150千円 常　勤 常　勤 30.7年    

(13,067千円） 非常勤 非常勤 1.7年    

役　　職　　名

平成１３年度 理事

平成１４年度 理事

平成１５年度 －

平成１６年度 理事

平成１７年度 理事

理事長

平成１８年度 理事

理事

理事

左の平均勤続年数

退職金額

18,282千円

25,690千円

24,044千円

43千円

　1,058,000円×0.36×48月

23千円

45千円

36千円

7,668千円

20,675千円

　1,346,000円×0.36×35月
　+　1,226,000円×0.28×21月
　+　1,226,000円×0.125×17月×1.5

　1,058,000円×0.36×34月
　+　911,000円×0.28×21月
　+　911,000円×0.125×16月×1.3

　1,058,000円×0.36×12月
　+　922,000円×0.28×12月

－

4,174千円

計　　算　　式

支給年度

退職年度
役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

32,114千円

31,414千円

43千円

24千円

25,808千円

27,347千円

3,557千円 　847,000円×0.125×24月×1.4

3,112千円 　847,000円×0.125×21月×1.4

13,067千円
　1,058,000円×0.36×8月
　+　847,000円×0.28×21月
　+　847,000円×0.125×34月×1.4

　911,000円×0.28×9月
　+　911,000円×0.125×15月×1.1

－

28,076千円



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

４年
以上

対象人数

平成１３年度 2人 0人 1人 1人 0人 0人 公益法人 0人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 公益法人 0人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 公益法人 0人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 特殊法人 0人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 公益法人 0人

1人 0人 1人 0人 0人 0人 特殊法人 0人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 公益法人 0人

1人 0人 0人 1人 0人 0人 特殊法人 0人

平成１８年度 0人 0人 0人 0人 0人 0人 － 0人

平成１９年度（４月～９
月までの６カ月分）

0人 0人 0人 0人 0人 0人 － 0人

平成１４年度

経過年数

出向先の区分

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額
出向職員数

0円

0円

0円

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

0円

0円

0円

0円



15 行政組織から特殊法人への再就職

（平成19年4月1日現在）

3人

副理事長 金井 照久 平成17年5月
財務省会計センター所長兼財務総合政
策研究所長

理事 林 幹雄 平成18年11月
内閣府政策統括官（共生社会政策担
当）

監事（非常勤） 瀧澤 國城 平成18年11月 内閣府大臣官房厚生管理官

国の行政組織からの再就職者数

特殊法人への再
就職年月

国の行政組織での最終役職名特殊法人での役職名 氏　　　名



16 特殊法人から他の法人への再就職

うち国家公務員経験者の数

1人 0人

1人 0人

1人 1人

平成10年度 － －

1人 1人

1人 0人

1人 0人

1人 1人

平成14年度 － －

平成15年度 1人 0人

平成16年度 － －

1人 0人

1人 0人

1人 1人

平成18年度 1人 1人

平成19年4月1日 － －

 理事  金城 謙介 特殊法人 平成9年6月 ｻﾞ･ﾃﾗｽﾎﾃﾙｽﾞ㈱監査役

 副理事長  宮城 宏光 その他 平成9年12月 北部開発㈱代表取締役

 理事  隈 健 総理府 平成9年9月 ㈶飛鳥保存財団理事

 理事長  塚越 則男 大蔵省 平成11年8月 ㈶大蔵財務協会理事長

 理事  當山 彰健 特殊法人 平成11年7月 沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱参与

 副理事長  嘉数 啓　 その他 平成13年4月 日本大学教授

再就職先での役職名

　－

(社)全国交通安全母の会連合会

　－

備考
　当公庫においては、役職員の再就職先等に関するデータは保有していないが、役員については当公庫において調査
を行ったところである。
　なお、職員については、個人のプライバシーに属する事柄であることから、本人に対して調査協力を求めることは適当
でないと判断するところであり、回答できない。

特殊法人での最終役職名 氏　 　名 出身組織
他の法人への
再就職年月

　㈶大蔵財務協会

平成13年度

平成17年度

　㈱サンエー

　ｻﾞ･ﾃﾗｽﾎﾃﾙｽﾞ㈱

　中部電力㈱

　沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱

　－

　日本大学

人　　数再就職先の法人名

　ｻﾞ･ﾃﾗｽﾎﾃﾙｽﾞ㈱

平成9年度 　北部開発㈱

　㈶飛鳥保存財団

　－

　㈱博報堂

平成11年度

再　就　職　年　度

　沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱



 理事  嘉手川 勇 総理府 平成13年8月 ㈱博報堂顧問

 理事  永山 潔 特殊法人 平成15年6月 沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱監査役

 理事  国仲 昌夫 特殊法人 平成17年5月 ㈱サンエー監査役

 理事  金城 幸孝 特殊法人 平成17年6月 ｻﾞ･ﾃﾗｽﾎﾃﾙｽﾞ㈱監査役

 理事長  八木橋 惇夫 大蔵省 平成17年7月 中部電力㈱顧問

 理事  玉城 一夫 総理府 平成18年11月
社団法人 全国交通安全母の会連
合会専務理事

備考
　当公庫においては、役職員の再就職先等に関するデータは保有していないが、役員については、当公庫において調
査を行ったところである。
　なお、職員については、個人のプライバシーに属する事柄であることから、本人に対して調査協力を求めることは適当
でないと判断するところであり、回答できない。

　「出身組織」欄は、その者が最も長く所属していた組織を記載しており、国の組織の場合は、「府省名」
を、当該特殊法人の場合は「特殊法人」と、その他（当該特殊法人以外の特殊法人、民間企業、地方公共団体
等）の場合は「その他」と記載している。
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